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１ 平成20年度財政局予算要求総括表              

【一般会計】 
（単位；百万円） 

 
区 分 

平成19年度 

予算額  Ａ 

平成20年度 

要求額  Ｂ 

増減額 

Ｂ－Ａ 

増減率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ 

 
財 政 部 

１５０，９８９ 

(１３３，７８８) 

１５１，５３３ 

(１３６，８１３) 

５４４ 

（３，０２５） 

０．４％ 

  （２．３％） 

 
税 政 部 

２，８６１ 

(▲９５９) 

４，２５１ 

(▲２３２) 

１，３９１ 

  （７２７） 

４８．６％ 

（７５．８％） 

 
管 財 部 

８，０８７ 

(▲２，３５４) 

５，９４４ 

(▲３，７５８) 

▲２，１４３ 

（▲１，４０４） 

▲２６．５％ 

（▲５９．６％） 

合   計 
１６１，９３７ 

(１３０，４７６) 

１６１，７２８ 

(１３２，８２４) 

▲２０９ 

（▲２,３４８） 

▲０．１％ 

 （▲１．８％） 

 公債費・他会計繰

出金を除いた額 

１１，６５７ 

（▲１１，４４８） 

１１，０６９ 

（▲１０，１３７） 

▲５８８ 

（１，３１１） 

▲５．０％ 

 （１１．５％） 

・本表は百万円単位のため、合計が一致しない場合があります。 

・（ ）内は一般財源額です。 

・上記財政部の予算には、※公債費100,622百万円、他会計繰出金50,037百万円を含みます。 

  他会計繰出金のうち特別会計繰出金については、20年度より各特別会計の所管部局で要求するため、

19年度予算額についても整理を行っています。） 

 

20年度の各部の要求額について、財政部は、企業会計への繰出金が減少したものの、公

債費の増加等により、544百万円の増加となりました。税政部は、個人住民税において引

き続き円滑な税源移譲を実施するための対策を講じること等により、1,391百万円の増加、

管財部は、札幌土地開発公社事業費貸付金の減少等により、2,143百万円の減少となりま

した。 

財政局全体でみると、209百万円（0.1％）の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政局は財政部･税政部･管財部の 3つの部で構成され

ており、財政部は札幌市の予算編成や資金管理の事務、税

政部は市税の賦課徴収に関する事務、管財部は入札等の契

約管理事務や公有財産の管理事務等を行っています。 

財政局は、上記の事務に関する一般会計予算と特別会計

である基金会計を所管しています。 

財政局について 
※印の公債費、繰出金とは 

 
公債費 
 市債などの償還に要す

る経費のことをいいます。 
他会計繰出金 
 病院事業会計や高速電
車事業会計などの企業会
計へ、建設費や事務費等の
補助や財政支援のために

支出する経費のことをい
います。 
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【特別会計】 
（単位；百万円） 

区 分 
平成19年度 

予算額  Ａ 

平成20年度 

要求額  Ｂ 

増減額 

Ｂ－Ａ 

増減率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ 

基金会計 １，５３６ １，８０５ ２６９ １７．５％ 

 

  

20年度要求額については、預金等利子の増加等により、269百万円（17.5％）の増加と

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金とは 

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用す

るために設けています。 

法律により設置が義務づけられているものと条例により設置されたものの２種類があり、

運用益を特定の事業の財源にするものを果実運用型基金、事業のために資金を積み立てるも

のを積立型基金といいます。 

運用益は、基金会計で歳入され、事業の財源に充てるため一般会計等への繰出や基金への

積み立てとして基金会計から歳出されます。 

基金の種類について 

本市には、年度間の財源の不均衡を調整するた

めの財政調整基金や市債の償還を計画的に行う

ための減債基金など、さまざまな目的に合わせて

19の基金があります。 
  (平成19年11月現在) 

本市の主な基金 
 
・ 財政調整基金 
・ 奨学基金 
・ 霊園基金 

・ 土地開発基金 
・ 市営住宅整備基金 
・ 減債基金 
・ 地域福祉振興基金 
・ 森林保全基金 
・ まちづくり推進基金 

・ 介護給付費準備基金 
           ほか 
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２ 平成20年度予算要求にあたっての基本的考え方        

 

札幌市の財政状況は、歳入においては市税収入がほぼ横ばい傾向にあるうえに、歳出に

ついては扶助費や他会計への繰出金が増加し、平成 20年度以降においても多額の財源不足

となることが見込まれています。また、市債の条件決定における個別交渉の導入や地方交

付税制度改革などが予定され、先々の見通しが極めて不透明となっています。 

財政局としては、市税収入率の向上や市有地の利活用に積極的に取り組み、「持続可能な

財政構造への転換」を着実に図る必要があります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 未来につなぐ健全な財政環境の確保 

① 収入率の向上などにより市税収入の確保を図る 

  早期納付督励と履行監視を徹底するとともに滞納処分を一層強化するな

ど滞納整理に積極的に取り組み、市税収入の確保に努めます。また、不動産

の公売や、動産のインターネット公売を実施し、差押財産の換価促進を図り

ます。 

 

② 資産の一層の利活用を図る 

  ＨＰ上に市有地の売払いや貸付の情報を載せるなどして、資産の一層の処

分や活用を図り、財産収入の確保を推進します。 

 

③ 広告事業の推進 

財源確保のため、ＨＰのバナー広告や納税通知書発送用封筒への広告掲

載など、広告事業に積極的に取り組みます。 
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３ 予算要求の重点事項                    

財政局の20年度予算要求の重点事項は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 事務事業の見直し等                      

 ◎内部効率 

一般事務費の節約や、効率的な執務による時間外勤務手当等の抑制等 

<見直し額 ▲56百万円> 

 

(1) 円滑な税源移譲実施のための市民税対策（税政部） 

       １，７０１百万円（６５百万円） 

注：（ ）内は19年度予算額 

 
税源移譲に伴い、20年度に実施される住民税の住宅ローン控除及び所得変動に

よる住民税の減額措置について、電算システムの改修や広報活動など、様々な対

策を講じるとともに、所得変動による減額申告によって生ずる還付金を納税者に

支払い、円滑な税源移譲の実施を図ります。 

 

(2) 固定資産の評価替事務（税政部） 

     １６０百万円（２６２百万円） 

注：（ ）内は19年度予算額 

 
平成 21年度に実施する固定資産評価替えを円滑に進めるための準備作業を

行います。 

。 

(3) 公的年金等からの個人住民税の特別徴収を円滑に実施するための対策 

（税政部）８７百万円 

【新規】 

 納税者の便宜や徴収の効率化の観点から、21年度に実施される公的年金等から

の個人住民税の特別徴収について、電算システムの改修などの準備作業を行い、

円滑な実施を図ります。 


